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１．特 別 会 計

（単位：百万円、％）

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

Ａ Ｂ

399 243 164.2
公益的機能を有する森林を保全するための事業及び森林を育成するた
めの造林事業に関する収支を経理する会計
・県有環境林取得費 100百万円

2,884 4,385 65.8

荷役機械、上屋及び倉庫の建設及び運営に関する収支を経理する会計
・ふ頭用地整備費 90百万円
・港湾施設管理費 536百万円
・臨海土地造成費 70百万円

5,203 5,863 88.7
道路事業、河川事業その他の公共事業の用に供する土地の先行取得事
業に関する収支を経理する会計

33,214 31,846 104.3

公営住宅等の整備及び管理事業に関する収支を経理する会計
・県営住宅整備費 4,730百万円
・県営住宅維持管理費 7,709百万円
・県営住宅団地環境改善事業費 1,572百万円

3,477 5,101 68.2

法人県民税超過課税を財源とし、勤労者の総合福祉施設を整備する事
業に関する収支を経理する会計
・県民交流広場推進費 1,490百万円
・勤労者総合福祉施設運営費 486百万円

27,917 34,740 80.4

流域下水道の整備及び管理に関する収支を経理する会計
・流域下水汚泥処理事業費 1,650百万円
・流域下水道維持管理費 5,382百万円
・公共事業流域下水道事業費 4,302百万円

259 256 101.2
集中管理を行っている庁用自動車の維持運営に関する収支を経理する
会計

550,002 649,433 84.7

一般会計、特別会計及び公営企業会計に係る公債費を一元的に経理す
る会計
・県債元金償還金 326,553百万円
・県債管理基金積立金 140,495百万円

1,010 1,011 99.9
地域振興のため市町が行う自治振興事業につき、県が助成する事業に
関する収支を経理する会計
・貸付金 1,010百万円

704 570 123.5
母子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金貸付金に関する収支を経理する
会計
・母子寡婦福祉資金貸付金 372百万円

6,532 6,063 107.7
小規模企業者への貸付事業等に関する収支を経理する会計
・小規模企業者等設備資金貸付金 1,000百万円
・小規模企業者等設備貸与資金貸付金 1,100百万円

31,337 30,065 104.2

農業改良資金、林業・木材産業改善資金、沿岸漁業改善資金及び農林
水産振興資金に関する収支を経理する会計
・就農支援資金貸付金 200百万円
・林業・木材産業改善資金貸付金 150百万円
・兵庫みどり公社貸付金 29,618百万円

9,425 11,808 79.8

県関係団体及び県内部の基金間の積立、取崩を区分して経理する会計
・各基金積立金 5,716百万円
・交付金 2,114百万円
・県債管理基金積立金 1,550百万円

199,403 190,455 104.7
地方消費税及び地方消費税の清算金収入、支出等を経理する会計
・地方消費税清算金 97,711百万円

871,766 971,839 89.7

基 金 管 理

説 明

合 計

庁 用 自 動 車 管 理

公 債 費

自治振興助成事業

農 林 水 産 資 金

母子寡婦福祉資金

小 規 模 企 業 者
等 振 興 資 金

地 方 消 費 税 清 算

Ａ／Ｂ

県 営 住 宅 事 業

勤労者総合福祉施設
整 備 事 業

流 域 下 水 道 事 業

区 分

県 有 環 境 林 等

港 湾 整 備 事 業

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業
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２．公 営 企 業 会 計

（１）病院局 （単位：百万円）

平成22年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 98,798 12,731 111,529 106,480

病 院 事 業 支 出 96,818 17,810 114,628 110,823

差 引 1,980 △ 5,079 △ 3,099 △ 4,343

（２）企業庁

平成22年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 14,540 189 14,729 17,020

支 出 13,314 9,326 22,640 25,188

差 引 1,226 △ 9,137 △ 7,911 △ 8,168

収 入 3,417 0 3,417 3,349

工業用水道事業 支 出 2,954 1,922 4,876 5,060

差 引 463 △ 1,922 △ 1,459 △ 1,711

収 入 － 175 175 144

水源開発事業 支 出 － 175 175 144

差 引 － 0 0 0

収 入 8,157 6,160 14,317 16,548

地域整備事業 支 出 7,939 19,573 27,512 25,366

差 引 218 △ 13,413 △ 13,195 △ 8,818

収 入 133 23 156 183

支 出 41 89 130 168

差 引 92 △ 66 26 15

収 入 26,247 6,547 32,794 37,244

計 支 出 24,248 31,085 55,333 55,926

差 引 1,999 △ 24,538 △ 22,539 △ 18,682

収 入 125,045 19,278 144,323 143,724

合 計 支 出 121,066 48,895 169,961 166,749

（病院局＋企業庁）差 引 3,979 △ 29,617 △ 25,638 △ 23,025

区 分

尼崎病院、塚口病院、西宮病院、加古川医療センター、淡路病院、柏原
病院、光風病院（精神科病院）、こども病院、がんセンター、姫路循環器
病センター、粒子線医療センター、災害医療センター、リハビリテーショ
ン中央病院及びリハビリテーション西播磨病院の計14病院を運営。
・県立淡路病院建替整備事業 3,714,485千円
・県立尼崎・塚口病院統合再編整備事業 535,300千円
・県立光風病院児童思春期病棟整備事業 321,800千円

水 道 用 水
供 給 事 業

説 明

市町の行政区域を越えて広域的に水資源を確保し効率的に水道施設を整
備、運営することにより、各市町に安全で安心な水道用水を安定的に供給
する。
・供給団体数 22市町・1企業団
・年間総給水量 103,309,770 m3
・１日平均給水量 282,267 m3

豊富で低廉な工業用水を安定的に供給することにより、産業の振興によ
る地域の活性化、地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下の防止を図るな
ど、経済の発展と国土の保全に寄与する。
・水道事業所数 99事業所
・年間総給水量 238,748,725 m3
・１日平均給水量 652,319 m3

渇水時などの危機管理対応等、公益目的のある水源の確保のため、糀屋
ダムの適正管理を実施。

平成23年度提案予算額
収 支

企 業 資 産
運 用 事 業

土地の取得、造成、供給やこれらにあわせて行う施設の整備、供給等を
通じ、地域の魅力と活力を高め、産業の健全な発展と県民福祉の向上に寄
与する。
【土地売却面積】
・阪神地域 5.4 ha
・播磨地域 9.7 ha
・淡路地域 5.0 ha

運用のための資産の取得、管理、処分及び県が行う建設事業に対する資
金の貸付け等を行うことにより、企業資産の効率的な運用を図る。
【貸付施設（サンパルビル）の状況】
・資産貸付面積 833.961 m2

説 明

区 分 収 支
平成23年度提案予算額
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２１年度末 ２２年度末 ２３年度末

現在高 現在高 現在高

(見込み) 積立 取り崩し（B） (見込み) 積立 取り崩し（B） (見込み)

4 122 120 4 1 5

164,553 154,441 89,349 229,644 142,046 105,477 266,212

59 7 66 7 72

8,180 28 4,136 4,072 22 711 3,384

535 1 536 4 540

800 3 803 231 227 807

317 5,676 5,037 956 4,992 4,985 963

222 593 600 214 686 684 216

100 44 44 100 44 44 101

2,538 548 44 3,043 60 44 3,058

352 2 3 351 2 3 350

159 78 77 160 68 67 161

184 427 400 211 378 350 239

733 151 884 164 1,048

926 2,399 2,521 804 2,393 2,133 1,064

1 1 1 1 3 3 1

6 3 10 10

12,652 101 66 12,687 101 200 12,587

1,688 16 15 1,688 11 17 1,683

1,292 3 1,294 8 1,303

2,658 1,457 4,115 1,473 5,588

197,959 166,101 102,413 261,643 152,694 114,945 299,392

1,475 2 336 1,141 4 277 868

269 266 5 91 94 1

1,161 1 535 626 1 513 114

10,100 6,211 6,008 10,283 15 5,755 4,542

2,488 602 1,220 1,870 3 1,795 78

4,598 2 2,035 2,565 4 2,568

16,865 14,092 9,991 20,967 232 18,459 2,739

8,062 153 3,269 4,946 7 4,327 625

8,183 1,392 382 9,201 8,441 2,910 14,731

2,557 431 1,365 1,568 2 1,570

3,531 125 399 3,258 276 882 2,652

27,793 1,965 9,598 20,160 24 15,858 4,326

283 31 140 174 175

2,435 1 214 2,222 3 285 1,939

254 254 127 129

4,889 1,490 3,399 3,666 △ 262

89,800 30,151 37,248 82,639 9,103 59,261 32,482

287,759 196,252 139,661 344,282 161,797 174,206 331,874

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金

環 境 保 全 基 金

２２年度中増減

災 害 援 護 基 金

芸 術 文 化 振 興 基 金

美 術 品 等 取 得 基 金

県 民 緑 基 金

市 町 財 政 等 調 整 基 金

勤 労 者 福 祉 基 金

地 域 振 興 基 金

災 害 救 助 基 金

財 政 基 金

県 債 管 理 基 金

年間

県 有 建 物 復 興 基 金

地 域 づ く り 活 動 支 援 基 金

森 林 林 業 緊 急 整 備 基 金

自 殺 対 策 強 化 基 金

区 分

公 共 施 設 整 備 基 金

土 地 基 金

介護職員処遇改善・介護基盤等支援基金

社 会 福 祉 施 設 等 耐 震 化 基 金

地域医療再生・医療施設耐震化支援基金

ワ ク チ ン 接 種 緊 急 事 業 基 金

（単位：百万円）

消 費 者 行 政 活 性 化 事 業 基 金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金

当初

障 害 者 自 立 支 援 特 別 対 策 事 業 基 金

ふ る さ と 雇 用 再 生 基 金

高 等 学 校 授 業 料 減 免 等 基 金

小 計

緊 急 雇 用 就 業 機 会 創 出 基 金

妊 婦 健 康 診 査 支 援 基 金

ふ る さ と ひ ょ う ご 寄 付 基 金

合 計

特定中山間地域農業生産基盤保全基金

森 林 整 備 地 域 活 動 支 援 事 業 基 金

国 経 済 対 策 関 連 基 金 計

安 心 こ ど も 基 金

明 石 海 峡 大 橋 関 連 施 設 整 備 等 基 金

基 金 の 状 況 （ 予 算 ベ ー ス ）

国

経

済

対

策

基

金

２３年度中増減

国民健康保険事業広域化等支援基金

通

常

基

金

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金
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平成２３年度 使用料・手数料の概要

１ 施設・事務の新増設に伴い、新たに料額を設定するもの

（１）施設の新増設によるもの

ア 淡路佐野運動公園第２多目的グラウンド利用料

・平日： 800円／時間／面

・休日：2,000円／時間／面

※1／4面、1／2面利用可

イ ものづくり大学校（仮称）駐車場利用料

３時間超200円／日（３時間以内無料）

ウ 工業技術センター機器使用料、依頼試験手数料

○機器使用料

内容 料金

動的接触角測定装置 750円／時間

微少部エックス線応力測定装置 2,100円／時間

全自動検撚機 400円／時間

フレキソメーター 250円／時間

○依頼試験手数料

内容 料金

屈曲試験 2,400円／件

エ ものづくり支援センター播磨機器使用料

内容 料金

エックス線分析装置付走査型電子顕微鏡 1,000円／時間

（２）事務の新増設によるもの

ア 廃棄物処理法の改正に伴う熱回収施設設置者認定制度にかかる手数料

内容 料金

熱回収施設設置者認定申請手数料 33,000円

熱回収施設設置者認定更新申請手数料 20,000円

イ 先進医療技術料(内視鏡的大腸粘膜下層剥離術）

１件あたり148,000円

２ 既存の使用料・手数料について見直すもの

（１）施設の改築に伴うもの

ア のじぎく会館施設利用料

内容 料金（９時～17時までの料金）

特別会議室Ａ 6,200円
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イ 中央労働センター施設利用料

内容 料金（９時～17時までの料金）

会議室Ａ 9,800円

事務室 760円／㎡・月

倉庫 480円／㎡・月
団体

専用室
駐車場 35,000円／台・月

ウ 総合体育館施設利用料

料金
内容

冷房代 暖房代

格技室Ａ 700円／時間 600円／時間

中体育室 4,700円／時間 3,800円／時間

小体育室 2,300円／時間 1,900円／時間

（２）利便性向上及び施設の有効活用

ア フラワーセンター利用料

・入場料：部分開園中(H23.7～H24.3予定)半額

・駐車場利用料：無料化（H23.4～）

イ 入港料及びガントリークレーン使用料

コンテナ貨物輸送にかかる入港料及びガントリークレーン使用料の減免

・入港料：1.31 円／t → 無料

・ガントリークレーン使用料：64,000 円／時間 → 32,000円／時間

３ 受益と負担の適正化

厳しい財政状況を踏まえ、自主財源の確保を図るため、受益と負担の適正化の観点

から見直しを実施

ア 許可証等の再交付等既存事務にかかる新規手数料設定

既存事務で手数料の料額が設定されていないものの適正化

内容

○理容所又は美容所検査確認証再交付手数料

○クリーニング所検査確認証再交付手数料 ほか６件
1,000円

○毒物劇物製造業又は輸入業登録票再交付手数料 4,000円

○宅地建物取引主任者資格登録証明手数料 400円

イ のじぎく会館使用料

・駐車場の有料化

昼間30分毎150円、夜間60分毎 100円、24時間最大 1,500 円

・多目的室専用利用の有料化

内容 料金（９時～17時までの料金）

多目的室専用利用 5,800円
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ウ 都市公園施設使用料

・駐車場利用料の無料時間の短縮

明石公園：無料時間１時間以内 → 30分以内

・夜間照明料の適正化

西猪名公園、三木総合防災公園

2,500円／時間～38,000 円／時間 → 3,200円／時間～43,000 円／時間

・維持管理水準の見直しに伴い実施

①施設利用料の無料化

明石公園：球技場、ローンボールスコート

播磨中央公園：野球場、球技場、テニスコート、アーチェリー場、ばら園

②平日の施設利用料半額

淡路佐野運動公園全施設

・他施設との均衡を踏まえた障害者割引の見直し(運動施設100%減免→50%減免)



投資事業の新規箇所一覧

１ 国庫補助事業

(1) 公共事業 （単位：百万円）

所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

農 政 環 境 八幡 南あわじ市 73 － 23

鍛冶屋 南あわじ市 97 － 23

賀集 南あわじ市 48 － 23

一宮町 宍粟市 67 － 23

八千代区 多可町 28 － 23

阿那賀地区 南あわじ市 24 － 23

家島地区 姫路市 26 － 23

江井ヶ島地区 明石市 34 － 23

但馬沿岸中西部 香美町 30 － 23

淡路一宮地区 淡路市 400 － 25

但馬沖合地区 豊岡市 400 － 25

西播磨地区 たつの市 900 － 27

浜坂漁港 新温泉町 18 － 23

漁港機能保全事業 坊勢漁港 姫路市 22 － 23

2,167 664

（単位：百万円）

所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

県 土 整 備道 路改 築 5,300 － 29

戸島玄武洞豊岡線 豊岡市 980 － 27

交 通 安 全 米谷昆陽尼崎線 尼崎市 380 － 27

川西篠山線 猪名川町 99 － 25

多田停車場多田院線 川西市 300 － 27

国道２号 加古川市 40 － 23

国道２５０号 明石市 30 － 24

明石神戸宝塚線 明石市 30 － 23

明石高砂線 播磨町 83 － 25

志染土山線 稲美町 30 － 24

東古瀬穂積線 加東市 250 － 26

大和北条停車場線 加西市 60 － 26 歩道整備

歩道リニューアル

歩道整備

歩道整備

歩道整備

自歩道整備

歩道リニューアル

太子御津線
茶ノ木踏切

太子町～
姫路市

道路改築（バイパス整備） L=1.2km

道路改築（現道拡幅） L=1.8km

歩道整備

木質バイオマス燃料製造施設整備一式

木質バイオマス燃料利用施設整備一式

畦畔整備

畦畔整備

畦畔整備

事 業 内 容

増殖場造成一式

増殖場造成一式

増殖場造成一式

漁港環境施設整備一式

経営構造対策経営構造対策事業

林業構造改善
林 業 ・ 木 材 産 業
構 造 改 革 事 業

漁 場 整 備
開 発 事 業

並 型 魚 礁 設 置

大 型 魚 礁 設 置

増 殖 場 造 成

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

漁 港 事 業

漁 港 漁 場 機 能
高 度 化 事 業

機能保全計画書策定一式

農 政 環 境 部 計

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

歩道整備

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

歩道整備
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所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
事 業 内 容部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

県 土 整 備道 路交 通 安 全 神戸三木線 三木市 50 － 24

大川瀬吉川線 三木市 77 － 24

加美八千代線 多可町 50 － 23

姫路停車場線 姫路市 105 － 25

姫路停車場線 姫路市 65 － 26

和久今宿線 姫路市 100 － 25

和久今宿線 姫路市 140 － 26

国道３１２号 神河町 60 － 25

岩屋生野線 神河町 96 － 23

坂越御崎加里屋線 赤穂市 200 － 26

国道２５０号 赤穂市 40 － 24

国道３７３号 佐用町 20 － 23

国道１７９号 佐用町 430 － 26

国道３７３号 佐用町 880 － 26

国道１７９号 たつの市 250 － 25

上伊勢誉田線 たつの市 330 － 28

国道１７９号 たつの市 80 － 27

宍粟新宮線 宍粟市 400 － 27

日高竹野線 豊岡市 400 － 26

永留豊岡線 豊岡市 95 － 25

国道１７８号 新温泉町 280 － 25

物部養父線 朝来市 200 － 25

国道４２９号 朝来市 99 － 24

金浦和田山線 朝来市 56 － 24

稲畑柏原線 丹波市 85 － 26

泉八上新線 篠山市 500 － 27

国道１７６号 篠山市 80 － 23

国道１７６号 篠山市 89 － 25

黒石三田線 篠山市 23 － 23

港 湾重 要 港 湾 改 良 東播磨港（高砂地 高砂市 300 － 27

河 川河 川 改 修 武庫川・大堀川 20,800 － 42
尼崎市、西宮
市、宝塚市、
神戸市

自歩道整備

歩道整備

歩道整備

歩道整備

泊地浚渫(-5.5m)、ふ頭内緑地0.3ha、
臨港道路0.6km

河道掘削、洪水調節施設整備

歩道整備

歩道整備

歩道整備

自歩道整備

歩道整備

歩道整備

歩道整備

交差点改良

歩道整備

歩道整備

歩道整備

歩道整備

歩道整備

自歩道整備

電線共同溝

自歩道整備

歩道整備

電線共同溝

自歩道リニューアル

電線共同溝

歩道整備

歩道整備

歩道整備

自歩道リニューアル

歩道整備
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所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
事 業 内 容部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

県 土 整 備砂 防通 常 砂 防 畑山川 西宮市 160 － 25

塩山谷川(1),(2) 川西市 250 － 26

上山谷川 猪名川町 160 － 25

牛谷川 高砂市 150 － 25

宮前東谷川(1),(2) 多可町 260 － 26

大村川(1),(2) 姫路市 260 － 26

板坂口下谷川 福崎町 160 － 25

大谷池谷川 福崎町 170 － 25

奥村川(1),(2) たつの市 250 － 26

奥町川 宍粟市 160 － 25

荒木谷川(1),(2),(3) 豊岡市 320 － 27

新堂川 豊岡市 160 － 25

結川(1),(2) 豊岡市 260 － 26

清富西谷川 新温泉町 160 － 25

稲負谷川(1),(2) 新温泉町 280 － 26

西ヶ谷川 新温泉町 160 － 25

寺河内東谷川 香美町 180 － 25

神場川 香美町 190 － 25

東側中川 養父市 170 － 25

西山ノ上谷川 朝来市 160 － 25

下牧野川 朝来市 160 － 25

西山川 丹波市 160 － 25

大山谷川 丹波市 180 － 25

石才川(1),(2) 丹波市 250 － 26

急傾斜地対策砂防 打越（４）地区 姫路市 100 － 25

砥堀（４）地区 姫路市 150 － 26

平岩（３）地区 太子町 140 － 26

栗町（５）地区 たつの市 100 － 25

横松地区 たつの市 100 － 26

上計（１）地区 香美町 110 － 25

余部地区 香美町 120 － 25

擁壁工 L=200m

擁壁工 L=160m

擁壁工 L=300m

擁壁工 L=370m

擁壁工 L=100m

擁壁工 L=100m

砂防えん堤工

擁壁工 L=210m

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工
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所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
事 業 内 容部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

県 土 整 備砂 防急傾斜地対策砂防 和田山（２）地区 朝来市 250 － 26

和田山（３）地区 朝来市 150 － 25

香良（１）地区 丹波市 100 － 25

日見谷地区 宍粟市 150 － 26

上陰（１）地区 豊岡市 110 － 25

芦谷（１）地区 豊岡市 200 － 26

日影地区 香美町 300 － 26

福定（１）地区 養父市 120 － 25

東本町（４）地区 南あわじ市 130 － 25

41,062 4,482

43,229 5,146

(2) 県営住宅整備 （単位：百万円）

23 年 度 完成予定

当初予算額 年 度

426 - 24

1,361 - 25

748 - 25

672 - 25

781 - 24

3,988 426

擁壁工 L=670m

擁壁工 L=240m

擁壁工 L=240m

擁壁工 L=200m

擁壁工 L=300m

擁壁工 L=155m

擁壁工 L=340m

擁壁工 L=450m

擁壁工 L=270m

事 業 内 容

公 共 事 業 計

県 営 住 宅 整 備 計

耐火 ２，６，８，９，１１階
１棟 １０６戸

伊 丹 西 野 第 ６ 住 宅 第 ３ 期
（ 伊 丹 市 ）

耐火 ９，１１階 １棟 ５３戸

西 宮 浜 松 原 住 宅 第 ２ 期
（ 西 宮 市 ）

耐火 １０階 １棟 ５０戸

伊 丹 野 間 住 宅 第 １ 期
（ 伊 丹 市 ）

耐火 ９階 １棟 ６３戸

明 石 松 が 丘 住 宅 第 ３ 期
（ 明 石 市 ）

明 石 大 久 保 住 宅 第 ３ 期
（ 明 石 市 ）

耐火 ４階 １棟 ２８戸県 営 住 宅
整 備

兵 庫 県

事 業 名 事 業 場 所 総事業費事 業 主 体

県 土 整 備 部 計
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(3) その他投資補助事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 23 年 度 完成予定

（補助先の団体）
当初予算額

年 度

100 100 23

93 50 23

32,258 2,714 24

8 3.5 23

多 可 町 他 ２ 市 多 可 町 他 118 67 23

民 間 事 業 者 姫 路 市 13 6 23

兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域 59 59 23

兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域 133 133 23

32,782 3,133

79,999 8,705

私 立 学 校 耐 震 化
補 助 事 業

学 校 法 人 神 戸 市 他 私立学校の耐震補強に対する補助

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

県産米粉生産製造連携
関 連 施 設 整 備 事 業

農地等補完保全整備、女性・若者等活動促進
施設、農林水産物直売施設に対する補助

小麦粉代替として利用できる米粉生産施設に
対する補助

国 庫 補 助 事 業 計

円 滑 化 対 策 事 業
道路管理者が行う円滑化対策が必要な地区と
して、県下71エリアを選定し、交通安全施設
を整備

社会資本整備５箇年
対 策 事 業

「歩行者・自転車対策及び生活道路対策」
「幹線道路対策」「バリアフリー対策」「通
学路対策」として交通安全施設を整備

そ の 他 投 資 補 助 事 業 計

院 内 助 産 所 等 施 設
設 備 整 備 事 業

医療法人明石医療センター
（23.2明石市医師会立より変更予定）

明 石 市
助産師外来の設置に必要な増改築又は改修経
費等に対する補助

医 療 施 設 耐 震 化
整 備 事 業

県 立 病 院 他 洲 本 市 他
未耐震の災害拠点病院、２次救急医療機関の
耐震化整備に対する補助

放 課 後 児 童 ク ラ ブ
整 備 費 補 助 事 業

宝 塚 市 他 １ ０ 市 町 宝 塚 市 他
放課後児童の受け入れ充実を図るためのクラ
ブ室の創設、既存空き教室の改修、設備整備

事 業 名 事 業 場 所 総事業費 事 業 内 容
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２ 県単独事業
(1) 県単独交通安全施設整備事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 23 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

兵 庫 県 警 察 本 部 1,216 1,216 23

1,216 1,216

(2) 緊急道路・街路整備事業 （単位：百万円）

所 在 地 23 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

道 路 橋 梁 補 修 80 － 24 橋梁耐震 L=67m

災 害 防 除 30 － 24 法枠工 L=70m

300 － 25 法枠工 L=310m

55 － 24 落石防護網工 L=190m

45 － 23 法枠工 L=42m

20 － 24 擁壁工 L=10m

530 165

(3) その他投資単独事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 23 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

4,666 797 23

5,536 5,536 23

306 － 23

295 － 23

294 － 23

96 61 23

846 457 23

1,217 882 23

13,256 7,733

20 － 24

20 － 24

34,634 536 27

47,930 8,278

49,676 9,659

児童福祉施設整備費補
助

社 会 福 祉 法 人 淡 路 市 他
児童福祉施設の改築、増改築に対する補助（4施
設）

神 戸 市 他
小規模介護保険施設等の整備（124施設）
小規模多機能型居宅介護事業所におけるスプリ
ンクラー設置（5施設） 等

県 単 独 事 業 計

そ の 他 投 資 単 独 事 業 計

社 会 福 祉 施 設 計

地域介護拠点整備費等
補 助 事 業

市 町

豊岡こども家庭ｾﾝﾀｰ
整 備 事 業

県 単 独 交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 計

事 業 区 分

事 業 内 容

老人福祉施設整備費
補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人 明 石 市 他
特別養護老人ホームの創設等に対する補助（6施
設）

事 業 名 事 業 場 所 総事業費

総事業費

県 下 新 設 道 路 等交通安全施設整備事業

事 業 内 容

信号機・標識・横断歩道等を整備

事 業 名 事 業 場 所

事 業 内 容

( 国 ) １ ７ ３ 号
猪 名 川 町 民 田
（ 千 軒 橋 ）

(主)川西三田線宝 塚 市 下 佐 曽 利

総事業費箇 所 名

緊 急 道 路 ・ 街 路 整 備 事 業 計

(主)宍粟下徳久線佐用町西下野～漆野

(主)宍粟下徳久線宍粟市山崎町青木

(主)阿万福良湊線南あわじ市福良丙

( 国 ) １ ７ ８ 号香美町香住区余部

県立尼崎・塚口病院統合再編に伴う新病院建設

障 害 児 福 祉 施 設
整 備 補 助 事 業

赤 穂 市 他

社会福祉施設等防災
整 備 補 助 事 業

神 戸 市 他

県 単 独 小 規 模 農 地
緊 急 整 備 事 業

県立尼崎・塚口病院統
合 再 編 整 備 事 業

兵 庫 県 病 院 局 尼 崎 市

稲 美 町
加 古 大 溝 地 区
（ 稲 美 町 ）

水路工 60ｍ

松 山 土 地 改 良 区
松 山 地 区
（ 姫 路 市 ）

実施設計一式

兵 庫 県 姫 路 市
こども家庭センターの改築
（22年度2月補正）

西宮こども家庭ｾﾝﾀｰ
整 備 事 業

兵 庫 県 西 宮 市
こども家庭センターの改築
（22年度2月補正）

姫路こども家庭ｾﾝﾀｰ
整 備 事 業

こども家庭センターの改築
（22年度2月補正）

社 会 福 祉 法 人
障害児（者）福祉施設の創設、改築に対する補
助

社 会 福 祉 法 人
障害児（者）福祉施設等のスプリンクラー整備
及び耐震化整備に対する補助

豊 岡 市兵 庫 県
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平成２３年度新たに利用できる主な施設

○新規施設

施 設 名 開設場所 開設時期 規模等 事 業 費 概 要

兵庫県立大学神戸ポートアイラ
ン ド キ ャ ン パ ス

神 戸 市 中 央 区 港 島 南 町
（ポートアイランド２期地区内）

23年４月
延床面積
5,542㎡

約3億円
（建物に係る23年
度のリース料等）

●シミュレーション学研究科
社会科学から自然科学まで幅広い課題に対し、未
来社会を予測し開拓できる実践能力の高い研究
者・技術者を育成する「シミュレーション学研究科」
を開設する。
●ダブルディグリー・プログラムの開設
社会情報システムの安全やリスクマネジメントに
関する実践的な教育研究を行うため、応用情報科
学研究科に「高信頼情報科学コース」を開設し、同
コース内に米国カーネギーメロン大学と連携し、情
報セキュリティに関するより高度な知識・技術を習
得し、両大学の学位が取得可能なダブルディグ
リー・プログラムを設置する。

も の づ く り 大 学 校 （ 仮 称 ）
教 育 研 修 施 設

姫 路 市 市 之 郷 23年4月

教室棟6階
実習棟4階
総床面積
約10,000㎡

約43億円
（体験施設含む）

①技術・技能の継承やものづくり現場を支える人
材の育成・確保を図る「教育研修施設」と、②中学
生のものづくり体験を通して、志望者の減少が懸
念される工業高校や理工系大学へ目を向ける契
機とする、いわば職業教育の一翼を担う「体験施
設」（H24開設予定）を一体的に整備

高度計算科学研究支援センター
神 戸 市 中 央 区 港 島 南 町
（ポートアイランド２期地区内）

23年4月
（ただし、入
居は２月）

2,159㎡
約0.9億円
（建物に係る23年
度のリース料等）

国家基幹技術の１つとして整備される次世代スー
パーコンピュータ（京速コンピュータ「京」）の立地
のメリットを発揮し、新たな知的創造拠点の形成や
イノベーションと新産業の創出につなげていくため
の利用支援施設として整備

家 島 漁 港
係 留 施 設 ( 浮 桟 橋 )

姫 路 市 家 島 町 24年3月
1基
(A=380㎡)

約2.7億円

交通結節点を中心とした交通の面的に集約するた
め、現在、分離されている定期旅客船２社の発着
場を１箇所に集約するとともに、固定式桟橋から
バリアフリーに対応した浮桟橋に変更することによ
り、乗降時の高低差を解消し、旅客移動の安全性
を高める。

沼 島 漁 港
係 留 施 設 ( 浮 桟 橋 )

南 あ わ じ 市 沼 島 23年11月
1基
(A=300㎡)

約1億円
チェーン係留方式から杭係留方式の浮桟橋に改
良し、津波等の災害に耐えうる構造へ改良する。

姫 路 港姫 路 市 飾 磨 区 23年8月 浮桟橋2基 約8億円 港湾改修（旅客ターミナルの整備）

淡 路 佐 野 運 動 公 園
第 ２ 多 目 的 グ ラ ウ ン ド

淡 路 市 佐 野 新 島 23年5月
追加供用面積
約16,700㎡

約2.0億円
少年野球やサッカー、グラウンドゴルフ等多目的
に利用できるグラウンドの整備

淡 路 島 公 園
草 原 と 花 の ゾ ー ン

淡 路 市 楠 本 23年4月
追加開園面積
約476,000㎡

約4.0億円
明石海峡を望む優れた景観を有しており、芝生広
場、展望台、休憩施設等を整備

※施設名、開設時期等について、一部の施設については、仮称又は未定であること。

○リニューアルオープン

施設名 開設場所 開設時期 規模等 事業費 概要

阪 神 三 宮 駅神 戸 市 中 央 区 布 引 町
24年３月
（予定）

東改札口
新設

約130億円
神戸市の計画地下通路に接続する東改札口
及びコンコースの新設

※施設名、開設時期等について、一部の施設については、仮称又は未定であること。

参考－13



○道路等

路線名等 工事区間 開設時期 延 長 事業費 概 要

北 近 畿 豊 岡 自 動 車 道
和 田 山 八 鹿 道 路

和 田 山 JCT ・ IC ～ 八 鹿 IC
23年度
（予定）

13.7km
約1,011億円
（完成４車）

高規格幹線道路
（暫定２車線供用）

国道１７５号 西脇バイパス
西 脇 市 高 松 町
～ 同 市 下 戸 田

23年度
（予定）

2.1km 約50億円 地域高規格道路

国道１７６号 広野バイパス三 田 市 加 茂
23年11月
（予定）

0.5km
約39億円
（全体）

道路改築（バイパス整備）
全体L=1.3km（H14年度までに0.7km供用済）

主 要 地 方 道 宮 津 養 父 線
出 石 鸛 見 橋

豊岡市出石町弘原～室見台 23年６月 0.4km 約12億円 道路改築（バイパス整備）

都市計画道路本龍野富永線た つ の 市 龍 野 町 堂 本
24年3月
（予定）

0.2㎞ 約12億円 街路事業

二 級 河 川 千 種 川
隈 見 橋
（ 上 郡 町 上 郡 ）

23年11月 168m 約7億円 河川改修（橋梁架替）

※路線名、開設時期等について、一部の路線については、仮称又は未定であること。

参考－14



この説明資料は、予算発表の便に供するため、早急に

作成しましたので、計数などについては、精査の結果、

今後異動する場合もあることをご了承願います。



☆自然災害からの住宅再建をしっかりバックアップ！

フェニックス共済(兵庫県住宅再建共済制度)に加入しましょう！

阪神・淡路大震災での教訓を踏まえて生

まれた、自然災害への備えとして、住宅所

有者等が相互に助け合う仕組です。

１ 小さな負担で大きな支援
☆県内に住宅を所有されている方、住宅に居
住されている方は誰でも加入できます。
☆マンションの共用部分について管理組合が
１棟単位で加入する制度・家財を対象とし
た制度も設けました。
☆誰もが加入しやすい負担額で、住宅・マンショ
ンの再建に大きな支えとなる給付額です。

２ 安心の制度
☆すべての自然災害が対象です。
地震・台風・洪水・竜巻・津波・雷等
地震で発生した火災も対象です。
☆住宅の規模や老朽化は不問です。
定額の掛金で定額の給付が受けられます。
☆損失を補償するのではなく、再建・補修を支
援する助け合いの制度です。
地震保険や他の共済との併用が可能で、給付
金も別々に支払われます。

３ 加入手続きが簡単
☆加入申込書を郵送又は郵便局窓口に提出す
るだけ。インターネットでも申し込めます。
☆負担金は、金融機関・郵便局の自動口座振替
又はクレジットカードでお支払いになれます。

マンション
共用部分再建
共済

共済負担金
年額2,400円／戸
(月額 2 0 0 円／戸)

住宅再建共済

共済負担金
年額5,000円／戸
(月額500円(上限5,000円))

給付金 給付対象 給付額

再建等
給付金

全壊・大規模半壊・半壊で建
築・購入

６００万円

全壊で補修 ２００万円

大規模半壊で補修 １００万円
補修

給付金
半壊で補修 ５０万円

居住確保

給付金

全壊・大規模半壊・半壊で補修をせず
賃貸住宅に入居した場合等

１０万円

(注)１県外で建築・購入の場合は、給付額は1/2
２賃貸住宅等は、その所有者が加入できますが、次の制約があります。
(1)再建等給付金は、県外での建築・購入は対象になりません。
(2)居住確保給付金は、給付対象となりません。

給付金 給付対象 給付額

再建等
給付金

全壊・大規模半壊・半壊で
建築

３００万円
×新たなマンション戸数
(加入時の戸数を上限)

全壊で補修 １００万円
×加入時の戸数

大規模半壊で補修 ５０万円
×加入時の戸数

補修
給付金

半壊で補修 ２５万円
×加入時の戸数

(注)県外で建築の場合は、給付額は1/2

給付対象 給付額

全壊で家財購入・補修 ５０万円

大規模半壊で家財購入・補修 ３５万円

半壊で家財購入・補修 ２５万円

床上浸水で家財購入・補修 １５万円

自
然
災
害

家財再建共済

共済負担金
年額1,500円／戸
(月額150円(上限1,500円))

※住宅再建共済制
度加入者は、年額
1,000円/戸

自
然
災
害

自
然
災
害
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